
特記仕様書 

 

項 目 特 記 事 項 

公 害 対 策 関

係について 

・ 本工事において，次に示す一般建設機械８機種を使用する場合は，排出ガス対策型建設機械指定要領に基づき国土交通省で

指定された建設機械を使用するものとする。また，平成７年度建設技術評価制度公募課題「建設機械の排出ガス浄化装置の開発」，

またはこれと同等の開発目標で実施された民間開発建設技術の技術審査・証明事業により評価された排出ガス浄化装置を装着した

建設機械を使用することで，排出ガス対策型建設機械と同等とみなす。ただし，これにより難い場合は別途監督員と協議するものと

する。 

  一般建設機械８機種 

機種 備考 

○バックホウ 

○トラクタショベル（車輪式） 

○ブルドーザ 

○発動発電機（可搬式） 

○空気圧縮機（可搬式） 

○油圧ユニット 

（以下に示す基礎工事用機械のうちベースマシンとは別に，独立したディーゼルエンジン駆動の油圧

ユニットを搭載しているもの） 

：油圧ハンマ，バイブハンマ，油圧式鋼管圧入引抜機，油圧式杭圧入引抜機，アースオーガ，オー

ルケーシング掘削機，リバースサーキュレーションドリル，アースドリル，地下連続壁施工機，全回転

型オールケーシング掘削機 

○ローラ（ロードローラ，タイヤローラ，振動ローラ） 

○ホイールクレーン（ラフテレーンクレーン） 

ディーゼルエンジ

ン(エンジン出力

７．５ｋｗ以上２６０

ｋｗ以下)を搭載し

た建設機械に限

る。 

 

・ 排出ガス対策型建設機械あるいは排出ガス浄化装置を装着した建設機械を使用する場合，施工計画書に記載するとともに現場

代理人は施工現場において使用する建設機械が確認できる写真撮影を行い提出するものとする。なお，排出ガス対策型建設機械

に貼付けてある「指定ラベル」についても写真撮影を行い提出するものとする。 

 

・ 排出ガス対策型建設機械あるいは排出ガス浄化装置を装着した建設機械が使用できない場合は，設計変更の対象とする。 

 



項 目 特 記 事 項 

生コンクリート

の水セメント

比について 

本工事に使用するコンクリートの水セメント比は，コンクリート構造物の耐久性の向上を目的として鉄筋構造物のコンクリートは５５％

以下，無筋コンクリートは６０％以下とする。 

アルカリ骨材

反 応 抑 制 対

策について 

(1) 工事で使用する生コンクリートについて 

受注者は，高炉セメント及びフライアッシュセメントを使用した生コンクリートを使用するときは，セメント内のスラグ及びフライアッ

シュ混合率を生コンクリート使用報告（承認）に記載すること。このとき，使用する高炉セメント及びフライアッシュセメントは，Ｂ種及

びＣ種とする。 

その他のコンクリートを使用するときは監督員と協議し，アルカリ骨材反応抑制対策実施要領の２．１又は２．３を実施すること。 

 

(2) コンクリート２次製品について 

受注者は，使用するコンクリート２次製品毎に，アルカリ骨材反応抑制対策実施要領の２．１の確認を行い，監督員に報告するこ

と。なお，高強度コンクリート使用の製品については，単位セメント量が多いためアルカリ総量が所定の値を満足しない場合があり，

このときは，アルカリ骨材反応抑制対策実施要領の２．３を実施し，監督員に報告することとする。このとき，試験に用いる試料を採

取する時には受注者自ら立会うこと。 

 

(3) 現場練りコンクリートについて 

受注者は，アルカリ骨材反応抑制対策実施要領の２．１，２．２，２．３のいずれかを必ず実施すること。 

 

(4) 橋桁について 

受注者は，アルカリ骨材反応抑制対策実施要領の２．１を実施すること。なお，高強度コンクリートについては，アルカリ総量を満

足しない場合があり，このときは，アルカリ骨材反応抑制対策実施要領の２．３を実施すること。試験頻度については，桁製作前に１

回と製作中に１回，製作期間が６ヶ月を超える場合は，その都度１回実施することとする。 

 

(5) 外部からのアルカリの影響について 

受注者は，塩害の影響が考えられる海岸線から２００ｍ以内の地域における構造物について，アルカリ骨材反応抑制対策実施

要領の２．１及び２．２による確認だけでなく，必ず２．３による確認を実施することとする。なお，対象とする構造物は橋桁等の被害

を受けると重大な影響を与えると予想される重要構造物とする。このとき，試験に用いる試料を採取する時には受注者自ら立会うこ

と。 

 

 



一般仕様書 

ＮＯ．１ 

１．受注者は，設計図書への記載事項以外は，すべて「岡山県土木工事共通仕様書」（最新版），「土木工事施工管理基準」，岡山県土木工事共通仕

様書に添付の「土木工事安全施工技術指針」，「建設土木工事公衆災害防止対策要綱」，「建設工事に伴う騒音振動対策技術指針」，「薬液注入工

法による建設工事の施工に関する暫定指針」，「道路工事中における交通管理について」，「建設副産物適正処理推進要綱」により施工すること。 

 

２．受注者は，交通禁止・規制をする場合には，監督員に申請書を提出し，所管の警察署に道路使用許可を提出すること。 

 

３．受注者は，工事の施工に当たっては，地元関係者との紛争がないよう，受注者で責任をもって施工すること。また，関係住民等（土木担当員，自治

会長を含む。）に対し，予め施工の内容，工程等について説明を行うとともに，異常事態の発生が予想される場合又は発生した場合の通報，連絡及

び避難の方法等を相互確認し，工事に対する理解と協力を得なければならない。 

 

４．受注者は，設計図書，仕様書に明示のない事項，その内容に疑義を生じた場合及び設計図書と工事現場の状態が一致しない時は，直ちに監督員

に連絡し，その指示を受けて施工すること。 

 

５．面木の使用について 

受注者は，コンクリート構造物の面木及び天端前面には，円形の物を使用すること。 

 

６．公共事業労務費調査に対する協力 

① 本工事が公共事業労務費調査の対象工事となった場合は，受注者は，調査票等に必要事項を正確に記入し提出する等，必要な協力を行わな

ければならない。また，本工事の工期経過後においても，同様とする。 

② 受注者は，調査票等を提出した事業所を事後に訪問して行う調査・指導の対象になった場合，その実施に協力しなければならない。また，本工

事の工期経過後においても，同様とする。 

③ 受注者は，公共事業労務費調査の対象工事となった場合に正確な調査票等の提出が行えるよう，労働基準法等に従って就業規則を作成する

と共に賃金台帳を調製・保存する等，日頃より使用している現場労働者の賃金時間管理を適切に行っておかなければならない。 

④ 受注者は，本工事の一部について下請契約を締結する場合は，当該下請工事の受注者（当該下請工事の一部に係る二次以降の下請負人を

含む。）が③と同様の義務を負う旨を定めなければならない。 

 

 

 



一般仕様書 

Ｎｏ．２ 

７．工事実績情報の作成・登録について 

受注者は，受注時または変更時において工事請負代金額が 500 万円以上の工事について，工事実績情報システム（コリンズ）に基づき，受注・

変更・完成・訂正時に工事実績情報として作成した「登録のための確認のお願い」をコリンズから監督員にメール送信し，監督員の確認を受けたう

え、受注時は契約後，土曜日，日曜日，祝日等を除き 10 日以内に，登録内容の変更時は変更があった日から土曜日，日曜日，祝日等を除き 10

日以内に，完成時は工事完成後，土曜日，日曜日，祝日等を除き 10 日以内に，訂正時は適宜登録機関に登録をしなければならない。 

登録対象は，工事請負代金額 500 万円以上の全ての工事とし，受注・変更・完成・訂正時にそれぞれ登録するものとする。登録機関発行の「登

録内容確認書」は，コリンズ登録時に監督員にメール送信される。 

なお，変更時と工事完成時の間が 10 日間（土曜日，日曜日，祝日等を除く）に満たない場合は，変更時の登録申請を省略できる。 

また，本工事の完成後において訂正または削除する場合においても同様に，コリンズから発注者にメール送信し，速やかに発注者の確認を受

けた上で，登録機関に登録申請しなければならない。 

 

８．下請負業者の選定について 

    下請負に付そうとする場合には，あらかじめ下請負人選定一覧届出書を監督員を通じて提出すること。 

 

９．施工体制台帳について 

① 受注者は，別に定める建設業法第24条の７に従って記載した施工体制台帳を作成し，工事現場に備えるとともに，その写しを監督員に提出しな

ければならない。また，工事作業所災害防止協議会兼施工体系図を作成し，工事関係者が見やすい場所及び公衆が見やすい場所に設置すると

ともに，その写しを監督員に提出しなければならない。 

②請負業者は①により作成する施工体制台帳に加えて所定の様式（工事担当技術台帳）を作成し工事現場に備えるとともに監督員に提出しなけれ

ばならない。なお，様式には，監理技術者，主任技術者（下請負を含む）及び元請負の専門技術者（専任している場合のみ）の顔写真，氏名，生

年月日，所属会社名，専任・非専任の別を記載するものとする。 

また，受注者は，工事の施工を２次以下の下請負に付す場合，建設業法第 24 条の７第２項に従って記載した再下請負通知書及び下請負業者

編成表の写しを提出すること。 

 

 



一般仕様書 

Ｎｏ．３ 

１０．建設副産物について 
① 受注者は、建設副産物の発生量・処理状況及び再生資材等の利用状況把握に資するために、「建設副産物実態調査（センサス）」による

搬出先調査の調書を作成することとする。対象工事は、建設副産物の有無及び搬入資材の有無に関わらず、最終請負代金額１００万円以
上の全ての工事とし、調書の作成については、工事完成後調査データを「建設副産物情報交換システム（ＣＯＢＲＩＳ、コブリス）」に
入力し、監督員の確認を受け、監督員から同システムによる「確認済みマーク」の付与を受けるものとする。 

 ② 受注者は、下表に該当する資材の搬入、指定副産物の搬出が生じる建設工事については、「資源有効利用促進法」   （以下「リサ

イクル法」という。）により計画書を作成し、監督員に提出すること。 
 

再生資源利用計画書 
 

再生資源利用促進計画書 
 
 次のような建設資材を搬入する建設工事 
   １．土砂・・・・・・・・・・・ 500ｍ３以上 
   ２．砕石・・・・・・・・・・・  500ｔ以上 
  ３．加熱アスファルト混合物・・ 200ｔ以上 
 
 

 
  次のような指定副産物を搬出する建設工事 
 １．土砂・・・・・・・・・・・・・・ 500ｍ３以上 
 ２．コンクリート塊、 
     アスファルト・コンクリート塊      合計 
   建設発生木材                       200ｔ以上 
   建設汚泥、建設混合廃棄物※ 

 
※建設汚泥、建設混合廃棄物については、リサイクル法で定められている品目ではないが、調査対象となる 

     工事の中で、これらの品目が発生する場合には、併せて調査を実施すること。 
 

１１．安全訓練について 

① 受注者は，現場における安全訓練として，労働安全衛生法に基づき行う日々の安全教育のほか，工事現場に即した安全・訓練等について，全

ての作業員を対象に毎月１回半日以上の頻度で実施するものとする。 

② 受注者は，安全訓練等の実施に当たっては，「岡山県土木工事共通仕様書」総則１－１－５施工計画書の記載事項とし，実施項目を記載し，監

督員に提出するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



一般仕様書 

Ｎｏ．４ 

１２．「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（以下，「建設リサイクル法」という。）」について 

総社市の発注する工事で，特定建設資材（コンクリート，コンクリート及び鉄から成る建設資材，アスファルト・コンクリ－ト，木材）を使用する工事，

又は特定建設資材廃棄物（コンクリート塊，アスファルト・コンクリ－ト塊，建設発生木材）が発生する工事のうち，建設リサイクル法施行令第２条第１項

の規定による建設工事の規模に関する基準を満たす工事を「建設リサイクル対象工事（以下，「対象工事」という。）」とする。 

 

① 「対象工事」においては，建設リサイクル法第１２条第１項に規定する説明事項（分別解体等の方法・解体工事に要する費用・再資源化等をする

ための施設の名称及び所在地・特定建設資材廃棄物の再資源化等に要する費用等）について，契約書を提出する前に別に定める「通知に係る

事前説明事項」の書面を監督員に提出し協議すること。 

② 上記①の特定建設資材廃棄物の再資源化等に要する費用は，「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」により許可を受けた収集運搬業者，処

分業者に特定建設資材廃棄物の運搬，処理を委託する場合，委託先業者からの見積書を提出すること。また，解体工事に要する費用についても

工事を直接行う者からの見積書を提出すること。 

③ 「対象工事」の契約書表紙部８に掲げる「別紙のとおり」の別紙とは，「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第１３条及び特定建設資

材に係る分別解体等に関する省令第４条の規定による書面」とする。 

④ 受注者は，「対象工事」において「建設業の許可票」若しくは「解体工事業者登録票」の標識に監督員が交付するステッカーを貼付しなければな

らない。 

⑤ 受注者は，「対象工事」において監督員から建設リサイクル法第１１条に規定される「通知」が完了した旨の回答があるまでの間，当該工事に着

手してはならない。 

⑥ 受注者は，現契約が「対象工事」以外の工事で，工事着手後，現場条件等により「対象工事」となる場合は，監督員と速やかに協議し，⑤と同

様，監督員からの回答があるまでの間，当該工事に着手してはならない。 

⑦ 受注者は，「対象工事」において，当初契約時に記載した再資源化等施設と異なる施設で再資源化等を行う際には，監督員と協議を行わなけ

ればならない。 

⑧ 受注者は，「対象工事」における特定建設資材廃棄物の再資源化等が完了したときは，再資源化等報告書及びセンサス（建設副産物実態調

査）の様式（総量調査票，再生資源利用実施書，再生資源利用促進実施書）を監督員に提出しなければならない。 

 

 

 

 

 

 



一般仕様書 

Ｎｏ．５ 

１３．軽微変更の取扱い（諸経費調整の場合は除く。）について 

    軽微変更とは，計画の変更，工法の変更又は材料の品質規格の変更を主たる内容とする変更以外の軽微な設計変更で，次の各号に該当するも

のとする。なお，この場合については契約の変更は行わないものとする。 

（ア） 起工設計金額と変更設計金額との差額が，起工設計金額の±１．５％未満であり，かつ，±１０万円以内の範囲にある場合。ただし，減額変

更になる場合は，変更設計金額が契約金額を下らない範囲とする。 

    （イ）設計金額が増加するにもかかわらず，変更後契約金額の計算値が契約金額以下となる場合。 

 

１４. その他（各担当課の仕様書があれば記入） 

地元住民（町内会等）より説明要請があった場合，工事説明会を開催すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



現場説明書（指導事項） 

Ｎｏ．１ 

１ 下請契約における発注者の指導について 

(１) この契約に係る工事の的確な施工を確保するため，下請契約を締結しようとする場合は，下請契約における注文者・下請契約における受注者との合理

化が図られるよう，「建設産業における生産システム合理化指針」の趣旨により，下請契約における受注者の適正な選定，合理的な下請契約の締結，請

負代金支払等の適正な履行，下請における雇用管理等への指導を行い，本指針の遵守に努めること。 

(２) 中小建設業者に対する取引条件の適正化及び資金繰りの安定化等に資するため，下請契約における注文者は，下請契約における受注者に対して

は，発注者から受取った前払い金の均てん請負代金における現金比率の改善，手形期間の短縮等請負代金支払の適正化について配慮すること。 

 

２ 建設資材納入業者との契約について 

(１) この契約に係る建設資材納入業者との契約に当たっては，当該業者の利益を不当に害しないよう公正な取引を確保するよう努めること。 

(２) 工事に要する資材の調達に当たり，市内産資材の購入及び市内取扱業者からの購入に努めること。 

 

３ 工事の安全確保について 

この契約に係る工事中の事故防止（交通及び工事現場）について，特に留意すること。 

 

４ ダンプトラック等の適正な使用について 

当該工事にかかる土砂等の運搬が運送契約によって行われるときは，正規の運送免許を受けた者の車両に限って使用すること。 

 

５ ダンプトラック等による過積載の防止について 

(１) 工事用資機材等の積載超過のないようにすること。 

(２) 過積載を行っている資材納入業者から資材を購入しないこと。 

(３) ダンプカーのさし枠装着車等による違法運行は行わないこと。 

 

６ 建設業退職金共済組合への加入等 

(１) 建設業者は建設業退職金共済組合（以下「組合」という。）に加入するとともに，その建設業退職金共済組合制度の対象となる労働者について証紙を

購入し，当該労働者の共済手帳に証紙を貼付すること。 

(２) 建設業者が下請契約を締結する際は，当該契約の受注者に対して，この制度の趣旨を説明し，掛金相当額を請負代金中に算入することにより，当該

受注者の組合加入並びに証紙の購入及び貼付けを促進すること。 

 



現場説明書（指導事項） 

Ｎｏ．２ 

 (３) 受注者は，建設業退職金共済組合から工事現場に建設業退職金制度適用事業主の工事現場である旨を明示する標識の掲示について要請があっ

た場合には，特別の事情がある場合を除き，これに協力をすること。 

 

７ 建設業法等の遵守について 

(１) 建設業法（昭和２４年法律第１００号）に違反する一括下請負，その他不適切な形態の下請契約を締結しないこと。 

(２) 建設業法第２６条の規定により受注者が工事現場ごとに設置しなければならない専任の主任技術者又は専任の監理技術者については，適切な資格，

技術力等を有する者（工事現場に常駐して専らその職務に従事する者で，受注者と直接的かつ恒常的な雇用関係にあるものに限る。）を配置すること。 

(３) 受注者が工事現場ごとに設置しなければならない専任の監理技術者は，監理技術者資格者証の交付を受けている者を配置すること。この場合におい

て，発注者から請求があったときは，資格者証を提示すること。 

(４) 上記（１）及び（２）及び（３）のほか，建設業法等に抵触する行為は行わないこと。 

 

８ 建設業からの暴力団の排除の徹底について 

工事の施工に際して，暴力団等からのあらゆる不正な要求に対し断固としてこれを拒否し，また被害に対しては，速やかに警察に通報するとともに捜査上

必要な協力を行うこと。 

また，監督職員とも連絡を密にとり工程等被害が生じた場合は，協議を行うこと。 

 

９ 労働基準法の遵守 

この契約に係る工事の施工にあたっては，労働基準法施工令改正の趣旨に則り，労働時間について遵守するよう努めなければならない。 

また，工期設定においては，雨天，休祭日，官公庁の土曜閉庁日，工期が夏期にかかる場合は夏期休暇，工期が年末年始にかかる場合は，年末年始

休暇を考慮している。 

 

１０ 不正軽油の排除について 

本工事に伴い，ディーゼルエンジン仕様の自動車及び建設機械等を使用する場合は，規格（ＪＩＳ）に合った軽油を使用するものとする。  

また，調査のため建設機械等から燃料を採取する場合には，監督員の指示によりこれに協力すること。 

 

 １１ 労災補償に必要な保険の付保 

   本工事において，受注者は労災補償に必要な任意の保険契約を締結すること。なお，この労災補償に必要な保険契約の保険料を予定価格に反映してい

る。 

 



 別  添   

特記仕様書(熱中症対策に資する現場管理費の補正について) 

 
 

 本工事は、工事現場の熱中症対策に資する経費に関して、現場管理費の

補正を行う試行工事である。  

工事現場では熱中症対策を十分に行うこと。  

 受注者が希望する場合は、工期 ※ 1中の真夏日 ※ 2の状況に応じて、変更契

約時に現場管理費の補正を行うものとする。  

 

 対象純工事費 ×（（現場管理費率 × 補正係数）＋   補正値（％）  ）  

   補正値（％）＝真夏日率×1.2  

          真夏日率＝工期期間中の真夏日÷工期   

 

上記の補正を希望する場合、工事期間中における気温の計測方法及び計

測結果の報告方法を明記した施工計画書（別紙「施工計画書（記載例）」

を参照）を工事着手前に提出し、工事完成時に計測結果（別紙「気温の計

測結果（記載例）」を参照）を提出すること。 

 気温計測箇所及び結果は、施工現場から最寄りの「気象庁の地上気象観

測所の気温」または「環境省が公表している観測地点の暑さ指数（以下、

「ＷＢＧＴ」という）」を用いることを標準とする。  

なお、ＷＢＧＴを用いる場合は、ＷＢＧＴが２５度以上となる日を真夏

日とみなす。  

ただし、これによりがたい場合は、施工現場を代表する１地点で気象庁

の気温計測方法に準拠した方法により得られた計測結果を用いることも可

とする。  

その計測に要する費用は受注者の負担とする。 

 

 

※ 1 工 期： 夏季 休 暇 、年末 年 始 休 暇、 工 場製作 の み を 実施 し ている 期 間、 工事

全体 を一 時中 止し て いる 期 間 を 除く  

※ 2 真 夏日 ：日 最 高 気温 ３ ０ 度以 上の 日 （ 夜 間 工事の 場 合 は 、作 業 時間帯 の最

高 気 温が ３０ 度以 上 の 場 合 とす る 。）  

 

参考 URL 

気象 庁 「過去 の気 象 デー タ検索 」  

： https://www.data.jma.go.jp/obd/stats/etrn/index.php 

⇒各 観 測地点 での 過 去の 日最高 気 温 が 1 ヶ 月 単位 の 表で確 認 可 能。  

 

  環境省 「 暑さ 指 数（ WBGT） の実況 と 予 測 」  

  ： https://www.wbgt.env.go.jp/wbgt_data.php 

⇒各 観 測地点 での 過 去 1 週間分 の WBGT が 1 日 単 位 の表 で 確 認 可 能 。  

ま た 、 1 週間を 超 え た 過去 のデー タ に つ い ては 、 1 ヶ 月 単位 の CSV デ ータ

を 出 力し 、確 認 可 能 。  



施工計画書 （記載例）
１ 気温の計測方法

２ 気温の計測結果

日最高気温または暑さ指数（WBGT）（℃）

6/1 7/1 8/1 9/1 10/1
6/2 7/2 8/2 9/2 10/2
6/3 7/3 8/3 9/3 10/3
6/4 7/4 8/4 9/4 10/4
6/5 7/5 8/5 9/5 10/5
6/6 7/6 8/6 9/6 10/6
6/7 7/7 8/7 9/7 10/7
6/8 7/8 8/8 9/8 10/8
6/9 7/9 8/9 9/9 10/9
6/10 7/10 8/10 9/10 10/10
6/11 7/11 8/11 9/11 10/11
6/12 7/12 8/12 9/12 10/12
6/13 7/13 8/13 9/13 10/13
6/14 7/14 8/14 9/14 10/14
6/15 7/15 8/15 9/15 10/15
6/16 7/16 8/16 9/16 10/16
6/17 7/17 8/17 9/17 10/17
6/18 7/18 8/18 9/18 10/18
6/19 7/19 8/19 9/19 10/19
6/20 7/20 8/20 9/20 10/20
6/21 7/21 8/21 9/21 10/21
6/22 7/22 8/22 9/22 10/22
6/23 7/23 8/23 9/23 10/23
6/24 7/24 8/24 9/24 10/24
6/25 7/25 8/25 9/25 10/25
6/26 7/26 8/26 9/26 10/26
6/27 7/27 8/27 9/27 10/27
6/28 7/28 8/28 9/28 10/28
6/29 7/29 8/29 9/29 10/29
6/30 7/30 8/30 9/30 10/30

7/31 8/31 10/31

契約上の工期

（補正対象）工期日数 契約工期日数 控除日数*

日 = 153 日 － 日
*夏季休暇、年末年始休暇、工場製作のみの実施期間、工事全体の一時中止期間

工期期間中の真夏日
日

令和○年6月1日～10月31日

最寄りの観測所は、「気象庁の地上観測所」では「岡山」となり、

「暑さ指数（WBGT）を環境省が公表している観測地点」では「岡山」となります。

令和○年10月令和○年6月 令和○年7月 令和○年8月 令和○年9月

別紙



気温の計測結果 （記載例）
１ 気温の計測方法

２ 気温の計測結果

日最高気温（℃）

6/1 28.0 7/1 31.8 8/1 34.0 9/1 27.1 10/1 25.1
6/2 28.6 7/2 33.0 8/2 35.9 9/2 30.7 10/2 25.2
6/3 28.5 7/3 27.7 8/3 36.7 9/3 31.8 10/3 26.3
6/4 29.8 7/4 33.2 8/4 37.2 9/4 28.6 10/4 23.2
6/5 24.7 7/5 26.0 8/5 37.4 9/5 31.5 10/5 26.5
6/6 21.8 7/6 24.5 8/6 37.0 9/6 28.0 10/6 33.4
6/7 28.5 7/7 25.5 8/7 35.6 9/7 31.6 10/7 30.0
6/8 24.6 7/8 30.9 8/8 35.1 9/8 24.3 10/8 28.3
6/9 29.9 7/9 32.0 8/9 33.7 9/9 24.2 10/9 25.6
6/10 25.6 7/10 32.9 8/10 33.9 9/10 26.0 10/10 23.0
6/11 26.4 7/11 33.4 8/11 夏季休暇 9/11 28.1 10/11 19.2
6/12 26.3 7/12 32.2 8/12 夏季休暇 9/12 25.8 10/12 21.6
6/13 26.9 7/13 34.8 8/13 夏季休暇 9/13 26.4 10/13 23.1
6/14 24.3 7/14 36.4 8/14 夏季休暇 9/14 26.1 10/14 23.7
6/15 26.2 7/15 36.7 8/15 夏季休暇 9/15 27.3 10/15 24.5
6/16 25.9 7/16 36.8 8/16 30.0 9/16 30.9 10/16 23.3
6/17 27.9 7/17 36.3 8/17 30.8 9/17 26.8 10/17 22.7
6/18 28.2 7/18 37.4 8/18 30.8 9/18 29.8 10/18 23.7
6/19 24.9 7/19 37.1 8/19 32.1 9/19 28.7 10/19 23.4
6/20 25.8 7/20 35.6 8/20 32.3 9/20 22.3 10/20 22.2
6/21 29.0 7/21 34.7 8/21 33.9 9/21 24.1 10/21 23.1
6/22 30.7 7/22 36.6 8/22 35.1 9/22 29.4 10/22 21.7
6/23 24.7 7/23 37.6 8/23 35.3 9/23 26.1 10/23 20.3
6/24 30.0 7/24 38.1 8/24 36.9 9/24 24.6 10/24 24.0
6/25 32.5 7/25 37.0 8/25 36.4 9/25 24.5 10/25 22.3
6/26 30.2 7/26 36.6 8/26 36.2 9/26 25.5 10/26 21.7
6/27 32.8 7/27 34.8 8/27 35.2 9/27 27.1 10/27 21.4
6/28 32.3 7/28 32.7 8/28 34.3 9/28 26.2 10/28 20.7
6/29 28.4 7/29 31.0 8/29 35.5 9/29 19.8 10/29 21.4
6/30 30.0 7/30 33.8 8/30 34.8 9/30 22.9 10/30 20.3

7/31 34.8 8/31 34.5 10/31 17.7

契約上の工期

（補正対象）工期日数 契約工期日数 控除日数*

148 日 = 153 日 － 5 日
*夏季休暇、年末年始休暇、工場製作のみの実施期間、工事全体の一時中止期間

工期期間中の真夏日
67 日

令和○年6月1日～10月31日

「気象庁の地上観測所の気温」（岡山）

令和○年10月令和○年6月 令和○年7月 令和○年8月 令和○年9月

別紙


